






















― コミュニティ災害からの回復と政策 ― 1）
山　下　祐　介＊






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































32） 谷下雅義「防潮堤と三陸海岸地域の再生」Web Planner 日本都市計画家協会ホームページ
（2013年）．
33） 田中重好，2013，「東日本大震災を踏まえた防災パラダイム転換」『社会学評論』64巻第3号，
366－385頁．
34） 例えば岩手県陸前高田市では，「防潮堤を作る前にまずは避難路が必要．でないと次の津
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波がきたときに一体どうするのか」と，今現在の津波対策の不安を口にする住民が少なく
ないという．まずは避難路や避難先の確保，避難施設の設置を進め，早急にできる減災策
を行って，その上で防潮堤建設のような防災施設の有無やその大きさが問われるべきなの
だろう．理想的にはこうして，防潮堤の高さはその地でできる減災のあり方を反映して決
められるべきだが，今回は逆に防潮堤の高さが減災の実質的な要・不要を帰結することに
なりそうである．
35） 専門家の間では当初からできないとされていた年間1ミリシーベルトへの除染も，こうし
た復興パニックの中においてみれば，なぜそんな無理な政策を闇雲に国が遂行したのかは
理解できる．だが結果として，「現実にできないことはできない」といわざるを得ないこと
になり，それが2013年末に行われた空間放射線量から個人線量への基準の転換なのであ
ろう．これも政府の無責任といえばそれまでだが，結局，当初の「復興」を絶対視した政策
目標の延長上に「頑張ってみたができない．帰還するなら，多少のリスクは覚悟してもら
わねばならない」という論理に転換したもの（開き直ったもの）と考えることができよう．
36） 別の言い方をすれば，防災という名の下に，県知事一人にすべての責任を押しつける現行
制度の構造にも問題があるといえなくもない．責任論は，「減災」を考える際にも重要な論
点である．
37） 金菱清・植田今日子はこれを，「災害パターナリズム」と表現している．ここではこれと同
じような意味で，「復興パターナリズム」と対比する形で，「防災パターナリズム」と表現
してみた．金菱清・植田今日子「災害リスクへの“包括的制御”―災害パターナリズムに抗
するために」社会学評論64巻（2013年），386－401頁．
38） 1991－1995年長崎県雲仙普賢岳災害についての鈴木編『災害都市の研究』九州大学出版会，
1998年を参照．東日本大震災については，金菱清「内なるショック・ドクトリン―第二の
津波に抗する生活戦略」理論と動態6号（2013年），20－36頁も参照．
39） その意味で，特に宮城県における防潮堤問題の行く末は，知事の個人的な思いや責任感で
はすまされない，今後の日本の地方自治のあり方をめぐる，見逃せない事例案件となろう．
40） 特に「復興を早める」という言説が，しだいに「遅い者は振り落とす」に転換し始めている
ので，「時間はかかってもしっかりと復興しよう」という議論にどう引き戻せるかが問わ
れている．むろんこれは法制度的な変革を必要とするものでもある．
41） 次の津波が生じたとき，たとえ地元の人間は逃げられたとしても，その道路に国民の誰か
が事態を知らずにいるかもしれない．そのためにも防潮堤で守っておく必要がある，と
いった議論まである．
42） この事態の深刻さが露呈せずにすんでいる背景には，原発避難者特例法が，現在まで住民
票を移さずとも住民サービスを避難先で受けられるようにしていることがある．問題は
この特例法がいつまで続けられるのかということでもあり，この特例性を解くために住民
の二重登録の必要が問題提起されている．今井 照『自治体再建―原発避難と「移動する
村」』筑摩書房，2014年を参照．
43） 2014年2月27日朝日新聞では，復興庁の談話として，十分に計画的でないものについては
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予算の返還を求めることも必要かとのコメントも出ている．
44） とみおか未来会議については，とみおか子ども未来ネットワークのホームページの他，山
下・市村・佐藤前掲書を参照のこと．
45） もっとも，徐々に各地では，防潮堤を作らないという住民の決断を受けた対応もなされる
ようになってきてはいる（従来の堤防の高さでの再建，ないしは無堤防）．他方で，問題性
が明らかとなりながらも，変更の余地がないまま進んでいるところも多い．気仙沼市の防
潮堤においても，もっとも議論が紛糾していた内湾において，2014年1月に可動式の防潮
堤の提案が宮城県から出された．詳しいことは分からないが，対話が一歩前進した結果で
あることを期待したい．
